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への論文投稿等、日本国内への具体的な情報提供
を通じ、さらなる国際交流発展等に活用できるこ
とを期待している。

PAQS2025本大会参加について

　8月25日～26日の2日間にわたり本大会が開
催された。例年の開催に倣い、主要なスピーカー
による基調講演Plenary Sessionの後に、複数の
会場で平行して実施されるParallel sessionによ
る構成とされ、活用大会テーマであるAIやデジ
タル技術の活用に沿って近年の傾向違わずビジュ
アライズされた見栄えのするプレゼンテーション
が続く印象を持つと同時に、若干急速な技術的進
歩に対する心配のような印象も感じた。
　個人的に印象深かった講演の一つにタイムリー
なインドネシアのNusantara（ヌサンタラ）への
首都移転に伴う政府側関係者のプレゼンテーショ
ンがあげられる。持続可能で先進的な首都を大自

Q2-4：PAQSやPAQS活動以外の分野で日本に
何を期待しますか？ (なんでも良いです)

【※コメント回答のみ（起案回答肢無）】　
　なお、本質問群はA4用紙1枚に表記し、回答
は国（地域）別には参加国中、マレーシア、香港、
シンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、ス
リランカ、インドネシア、フィリピンより、例年
の依頼経緯を踏まえた参加QS技術者等の方々か
らの好意的なリアクションの下、過去最高数同等
の（Vol.5）計57回答を得ることができた。　

　この結果は、例年の会議参加、依頼活動による
面識の積み重ねと、他国QS技術者等からの当国
際委員会の一定の信用獲得、好意的な任意協力獲
得の賜物であると実感している。また、本年は一
程度の回答者からアンケートのデジタル化につい
ての提案も寄せられたが、本調査は交流の一環と
しての取り組みであること、直接対面して依頼す
ることでの思いの伝え方、初対面の人にも依頼し
やすいアナログな対面コミュニケーションとして
機能している部分もあると思われることから、回
答手間の軽減には留意しつつ、デジタル化の導入
等は少し様子を見つつ検討していくことが望まし
いのではと考えている。
　本調査結果の解析等は現時点完了できていない
ものの、実行関係者で少しずつ協力して取り組ん
でおり、関野氏には昨年に引き続きAIを活用し
た取り組み（DX）により例年手間の大きかった筆
記体の判読進行等を担当いただいている。
　例年の結果同様、将来的に当協会国際委員会
の活動成果として取り纏め、当協会の各種報告、
PAQS2023での事例（Vol.3）（『建築と積算』517）
のように日本建築学会、建築生産シンポジウム等

Main Congress Day1インドネシア協会
（IQSI）メンバーとの任意質問調査依頼を
通じた交流の様子

受領した質問調査（アン
ケート）回答書面の様子

シンガポールの建設と品質保証におけるAI導入率（原価見積25%、
数量積算18%、PJスケジューリング32%、リスク管理30％、調達
25%と記載）

PAQS2025–2027会長Sr. Goh Ngan Hong氏のスピーチ



23建築と積算

特集●PAQS2025 報告 from JAKARTA

2026・Winter

結びに

　筆者のPAQS会議への参加は2019年クチン、
2021年フィリピン（デジタル）、2022年シンガ
ポール、2023年クアラルンプール、2024年ブル
ネイに続きこれで6度目（対面5度目）となりまし
た。今後も各種の検討や研究を通じ、協会の活動、
日本の国益に貢献できれば幸いです。グローバル
基金参加の皆様、当協会会員の皆様、関係者の皆
様に心より御礼申し上げますと共に、今後の日本
でのPAQS開催の可能性を見据え、当協会グロー
バル化への益々のご理解ご協力を賜れれば幸いで
す。

然の中に新たに構築していく壮大なプロジェクト
故、質疑応答では良いレストランは確保されるの
か等の揶揄ともとれる質疑に対し丁寧に問題ない
と答えているのが印象的で実現を見届けるべく関
心を持った。ガラディナーでは様々な表彰や催
しが行われると共にEducation Committeeの委
員長等を務めておられるシンガポールのSr. Goh 
Ngan Hong氏へのPAQS会長の引き継ぎ等も実
施された。
　また、本年は、各参加国の家族同伴の実態等に
も倣い、私の個人的責任において、家族である自
身の娘（13歳）を本人希望確認の上、帯同させた。
暖かく接していただいた各国メンバーおよび日本
のメンバーには心より感謝申し上げたい。

来年PAQS2026ホスト開催のSri Lankaメンバーとの交流

Gala Dinner参加時の日本メンバーの様子
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ループ”に別れることを意味している。
　この状況はコストマネジメントの仕事でも同じ
であり、できればその中で成長するグループに入
りたい。ここでは「建築積算」の仕事に焦点を当
ててその方策を考えてみたい。私の経験から言う
とその方法は、顧客やユーザーに施設計画の当初
から完成意図や機能を理解してもらい、構想・設
計・積算・建設の各段階で丁寧に打ち合わせをし
ながら実現することに尽きる。藤森氏の話はそれ
を具体的かつ的確に説明していた。
　現在はBIM/CADの時代で、設計が完了すれば
見積書も自動的に出来上がり、CADツールを使っ
て数量積算と建築性能の関連を明らかにすること
ができる。さらに生成AIの時代には、この作業
を平易な文章を駆使して顧客の要望を入れながら
計画段階で詰めていくことができるようになり、
より多くの人が藤森氏のような能力を持てる時代

1 進化するITと
変わるコストマネジメント業務 　　

　昨年夏に当協会の50周年記念が盛大に行われ
た。そこで感銘を受けたのは藤森照信氏の「自然
を生かした建築生産」の講演で、自身の設計活動
の中で自然環境を生かした建築作品を創るために
行った活動を事例で紹介したものだった。その考
え方は生成AI時代に向けたコストマネジメント
業務にも通じる話なので、ここではその講演を手
掛かりに「BIM/CADから生成AIへ」転換する次
世代のコストマネジメントについて考えてみたい。
　現在マーケティング戦略でよく使われる言葉に

「K字回復」や「二極化時代」がある。それは高度
成長期には社会全体で経済成長の恩恵を享受でき
だが、成熟段階に入って人口の減少期を迎えた日
本では経済活動の量的拡大が制約されるため、必
然的に“仕事が伸びるグループ”と“衰退するグ

 「BIM/CADから生成AIへ」
転換する次世代コストマネジメント
を考える

次世代建設産業モデル研究所所長
博士（工学）

五十嵐 健

BSIJ-CPD 認定記事 1 単位
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教授）の指導で、日本における建設産業のトレン
ドを「割引現在価値法で分析する研究」に取り組
んでいたが、その結果を纏めたのが上に示す図で
ある。その左上のグラフはお馴染みの建設投資額
を示した図だが、これを建設単価で補正した工事
量で見ると左下のようになる。列島改造ブームが
去った後は成長が鈍化し、さらにバブル崩壊後は
急速に低下していくデフレ環境に入った。この間
建設産業が収益低下に苦しんだことは記憶に新し
く、それが下げ止まったのは2010年代になって
からだ。
　こうした変化を社会の動きと併せて考えるため
に成長率と建設投資の増加率の変化で表したのが
右下のグラフだが、これを見ると日本経済の成熟
化に併せ建設工事量が低下し近年はマイナス5%
前後で推移していることが分かる。今後も施設の
更新需要や災害対策の事業はあるものの、人口の
減少などを考えると建設投資は当分この状態が続
くと見ることが妥当だろう。
　その中で新たな成長要因として考えられること

が来るだろう。

2 建築市場の今後の動向から考える
事業の進め方 　　

　本稿ではそうした近未来に「“勝ち組”に入るコ
ストマネジメントの在り方とは何か」について考
えてみたい。とは言え我々はコストマネジメント
の技術者で、必ずしも藤森氏のような豊かな発想
力までは持ち合わせてはいない。以下の論考では
エンジニアとしての仕事の範囲でそのことについ
て考えてみたい。
　と言うと簡単に思うかもしれないが、一昨年秋
からのインフレ経済顕在化の中で生じた建築コス
トマネジメント業務の混乱をみると、それを実践
するのは思うほど簡単ではなさそうだ。その対応
策を考える前に先ずは今後の建設業の長期的な動
向を考えてみたい。
　私が建設コストマネジメントについて論理的に
考え始めたのは、バブル経済が崩壊した1990年
頃だった。その頃早稲田大学の嘉納教授（現名誉
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の価値向上メカニズム」を表したものだ。成熟
社会に移行して長いヨーロッパでは施設活用の
様々な事業でこの考え方が定着しており、英国
RICSの活動もこの考え方に沿ってしかも対象と
なる国の社会制度や情報技術の進化を素早く取
り入れながら進めている。そのロールモデルの
一つがシンガポールである。日本でも先進企業
の既存ビル再生事業にはこの考え方が取り入れ
られており、その手法はさらに個別のビル経営
から地域の再開発事業へと活用が進み、現在で
は広く“街のリブランディング活動”に使われて
いる。
　そうした手法は、最近“企業リブランディング
活動”にも応用されるようになり、競合他社を凌
いで目覚ましい成長を遂げる企業もあらわれて
いる。DX戦略の成功組織の多くには、データサ
イエンティストの活躍がある。「データサイエン
ティスト」とは統計解析やITのスキル、ビジネ
スや市場のトレンドなど幅広い知識があり意思
決定の局面においてデータに基づいて合理的な
判断を行えるよう、意思決定者をサポートする

は、①進歩が著しいITツールを活用した生産性
向上と②新たなライフスタイルに対応した価値の
創生である。前者については2023年本誌に掲載
した「建設ビッグバン時代のコストマネジメント
を考える」で、また後者については2024年の「産
業ビッグバン時代のコストマネジメントを考え
る—未来編—」で述べているので、ここでは「次
世代の生成AI時代に生き残るための方策につい
て考えてみたい。

3 生成AI時代に生き残る
コストマネジメントとは 　　

　建設産業のトレンドから考える生成AI時代に
組織が伸びる戦略としては、先ず“AIの特性を活
用した価値向上”が浮かぶ。生成AI時代が“繋が
る5G時代”と異なる点は、BIM/CADという専
門技術の束縛から離れて文章による応答形式の
データ活用が可能となることだ。それによって
若い実務者だけでなく、豊かな経験を持つベテ
ランの活躍の場も広がるだろう。
　次に示す図は「ストック活用時代の不動産事業

メカニズム
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そして同じ号の最後に「ストック価値向上に向け
た動き」の事例として地域価値のリブランディン
グ活動の図を示したが、この2つの領域が、“当
協会が目指すべき当面の業務リブランディング領
域”だと考えている。
　以下残る誌面で「繋がる5G時代」の次に来る「生
成AI時代」の特性を説明しながら、私が考える
次世代を目指した建築コスト業務のリブランディ
ングのやり方について説明したい。戦後の高度成
長期を経て日本の建築環境はそれまでの木造主体
から耐久性に優れた欧米型の鉄とコンクリートが
主体の街に変わった。それによって建築産業も新
規施設の建設中心から、既存施設の維持管理を含
むストックビジネスに転換しただけでなく、不動
産事業の領域が拡大しその価値向上を図る新たな
事業が加わる欧米型の産業構造に転換した。それ
に伴いコストマネジメント業務も欧米型に移行し
ていくことになる。
　これは、私がこれまで書いてきた“「棟梁の積
算」業務から「大家さんのマネジメント」への業
務変化”をもたらすもので、この変化はコストマ

職務や人と定義されているが、日本ではまだそ
うした職務や人材への認識は少ない。私見では
あるが、それが日本の企業、特に建設産業にお
いてDX戦略が進まない要因の一つであると考え
ている。ただ当協会の近年の活動を見ていると、
当協会の方がゼネコン各社よりこの面で一日の
長があるように見える。次の来る「生成AI時代」
にはその強みを生かして、他産業に比べ遅れて
いる建設業のコストマネジメントをリードして
もらいたい。その思いを込めて、以下“次世代を
目指すコスト業務のリブランディング”について
私見を述べたい。

4 次世代を目指したコスト業務の
リブランディング 　　

　2024年本誌に「産業ビッグバン時代のコスト
マネジメントを考える—未来編—」を掲載したが、
そこで“5G時代にはBIMプラットフォームの構
築により建築・不動産業務が飛躍的に向上する”
との述べ、そのビジネス領域を「ストックビジネ
ス」と定義したことを思い出していただきたい。
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トレンドなど幅広い知識があり意思決定の局面に
おいてデータに基づいて合理的な判断を行えるよ
う、意思決定者をサポートする職務や人と定義さ
れているが、日本ではまだそうした職務や人材へ
の認識は少ない。私見ではあるがそれが日本の企
業、特に建設産業においてDX戦略が進まない要
因の一つであると考えている。

5 生成AI時代文明から
文化の時代への転換点 　　

　今の世界規模で広がる社会の混乱は、18世紀
の産業革命の次に200年ぶりに訪れた大変革期で
あり、まさに現在が“文明の時代から文化の時代
への転換点”になると考えている。
　本稿のテーマである「近未来に勝ち組に入るコ
ストマネジメント」の在り方にいて考えてるため
に重要なことなので、私見ではあるが、「文化の時
代と文明の時代の違い」についてもう少し説明し
たい。
　「文明（Civilization）」という言葉は精神的な発
達よりも技術・機械の発達や社会制度の整備など
に対するニュアンスの違いが強く、経済的・物

ネジメント業務に大きな構造変化をもたらすだろ
う。しかもこの分野では前項データサイエンティ
ストの必要性とその基盤整備面で述べたように当
協会はゼネコンより「一日の長」があり、是非「不
動産価値の向上を考えるコストマネジメント」を
協会の事業戦略に期待したい。
　それともう一つの成長分野は「地域コミュニ
ティ経営」に関するコストマネジメントの分野で
ある。これは“人口減少の情報革命下で起こるコ
ミュニティの諸問題のソフト/ハードを複合的に
解決する組織活動”で、現在自治体や大手ゼネコ
ンが次世代の事業にしたいと真剣に取り組んでい
る領域だが、昨年来の再開発事業の中断に見るよ
うにそのコストマネジメント業務については苦戦
している。その苦戦の理由はゼネコンという“垂
直ヒエラルキーの”強い組織において4半世紀に
わたる長期のデフレ経済により起きたノウハウ継
承の空白によるもので、逆にその間も専門家によ
るコスト業務のデジタル化を続けたことが当協会
にとって強みになる。
　「データサイエンティスト」とは以前にも述べ
たが統計解析やITのスキル、ビジネスや市場の
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慮する感覚が重視される生成AIの時代には“情報
革命によるの文化の時代”になるだろう（図参照）。
そのため問題の解決には深い洞察力と豊かな人間
性が不可欠であり、さらに業務価値を生むのは
“クライアントの身になって考える施設づくりの
姿勢”が必要になる。
　藤森照信氏の講演に深い感銘を受けたことを述
べたが、それは「施設づくり」を「コストマネジ
メント」に置き換えてみると、生成AI時代の当
協会の業務そのもののあり方を示しているから
だろう。次世代のコストマネジメント業務を進
めるためには、コスト分野に造詣のある“データ
サイエンティスト”の存在が不可欠だと考えてお
り、その育成と職能資格の整備についてこの分野
に蓄積と人材を擁する貴会の活動に深く期待した
い。（完）

参考図書：『次世代建設産業戦戦略2035』（五十嵐健
著・日刊建設新聞社2023年刊）

質的文化の表現に用いることが多い“発達した社
会の状態を指す”言葉である。これに対し「文化

（Culture）」はそれぞれの民族・地域・社会に根
付いている人間の生活様式の全体を指しており、
人類がこれまで培ってきた哲学・芸術・科学・宗
教などの精神的活動に用いることが多く “行事や
儀礼・社会習慣など人々の交流に関する事柄な
ど”に用いることが多い。
　今の「繋がる5G」の引き起こす混乱は“瞬時に
大量の情報が動く”ために生じたもので、それを
解消し“安定的な社会”に移行させるためには「真
実の情報」の蓄積による「学習の機会」が不可欠
である。そのためにはそのインフラ（社会基盤）
である関連制度の整備が急がれる。その議論は今
後の制度整備にゆだねるとして、ここでは次に来
る社会における“建設組織のリブランディング”
について考えてみた。
　生成AIの時代では誰もが“疑問に思ったことを
入力することで、瞬時に過去の事例から回答を得
る”ことができる社会になる。しかししかし文章
による検索エンジンには言語から受けるニュアン
スの違いが生じるため、個人の文化的背景を考
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建設業界における
生成AIに関する法規制

廣江 信行（ひろえ のぶゆき）

廣江綜合法律事務所　代表弁護士
（公社）日本建築積算協会 顧問弁護士・外部理事

廣江 信行

1　はじめに

　建設業界では、DXの推進、BIMの導入、生成AIの
導入など技術面での進歩がある一方で、これらの技術
への対応、労働力不足、技術継承、資材高騰など、取
り組むべき課題は山積みになっています。弁護士業務
では、AI契約書レビューツールや電子ライブラリー
などが普及し、徐々に便利になってきましたが、生成
AIはかなりのインパクトがあり、汎用モデルでも実
務で導入可能な水準まで仕上がってきました。建設業
界においても、ゼネコン各社、設計事務所、積算事務
所それぞれ独自の工夫を凝らして生成AIの導入を進
めているようです。

2　「RAG」と「ファインチューニング」

　建設業界に限らず、スタンダードな利用方法として
は、「RAG」と「ファインチューニング」の2つの異な
るアプローチが挙げられます。どちらも生成AIの出
力の質を高める上で欠かせないと言われていたため導
入が進んでいますが、ここ数か月で汎用生成AIの性
能が格段に上がったことにより、上手く導入しないと
コストがかかるだけで、あまり使用されずに放置され
ることになるので注意が必要です。
　ここでは、あまり関心がない方にもわかりやすいよ
うに簡潔にRAGとファインチューニングに関する方
法の特徴、仕組み、利点などを解説いたします。

①RAG（検索拡張生成）：外部知識をリアルタイムで
参照する方法 

　RAG（Retrieval-Augmented Generation）は、LLM
が学習していない外部のデータや専門的な情報を回答
生成時に参照させる技術です。

•仕組み：ユーザーからの質問がなされた場合、社
内文書やデータベースなどの外部知識ベースから
関連性の高い情報を検索します。次に、検索され
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た情報をユーザーの質問に合わせて参考情報とし
て付加します。その後にLLMがその検索結果を
参照したうえで、回答を生成します。

•特徴・利点：最新のニュースや社内規定を即座に
回答へ反映できます。

　参照元を提示することで、AIが事実と異なる内
容を生成するリスクを軽減できます。

　LLMのパラメータ自体を変更するものではない
ため、大規模な再学習と比較して導入が比較的簡
単です。

②ファインチューニング：モデルを特定の分野に特化
させる方法 

　ファインチューニング（Fine-Tuning）は、事前に学
習済みのLLMに対し、特定の高品質なデータセット
を用いて追加の学習を行う方法です。これにより、モ
デル自体を特定のタスクや業界等に特化させることが
できます。

•仕組み：まず目的に合わせた追加学習用データを
準備します。そのデータを用いてモデルに追加ト
レーニングを行い、モデル内部のパラメータを調
整することで、特定の知識や表現パターンをモデ
ルの内部に定着させます。これにより、モデルの
基礎能力が特定の領域向けに修正・強化されます。

•主な利点：
　専門知識の定着：特定の分野に関する知識がモデ

ルの内部に組み込まれるため、安定した応答が可
能になります。
出力形式の改善：LLMだけでは再現が難しい、
特定のフォーマットや企業独自の文体での文章作
成能力が向上します。

③ RAGとファインチューニングの比較と併用
　RAGとファインチューニングは対立する方法とい
うわけではなく、これらを組み合わせるアプローチが
採用されることもあるようですし、性能面からいえば、
組み合わせる方がいいとも思えます。しかし、現時点
でのビジネス現場における導入事例としては、圧倒的
にRAG（検索拡張生成）の方が多いと言われています。
その主な理由は以下の3点であると推察されます。
　ア　初期コスト：

・ファインチューニングは、質の高い学習データ
を大量に用意し、高性能な計算リソースを使っ
てモデルを再学習させる必要があり、多大な費
用と時間がかかります。

・RAGは、既存の社内ドキュメントやデータベー
スを検索対象にするだけで済むため、初期投資
を抑えて導入できます。

　イ　運用・更新：
・ファインチューニングは、新しい製品情報や規

定変更があるたびにモデルを再学習させなけれ
ばならず、運用が難しいという問題があるよう
です。

・RAGは、データを差し替えるだけで、最新の情
報を回答に反映できるため、運用が難しくない
と言えます。

　ウ　ハルシネーション対策：
・企業での利用において、AIが間違った情報を生

成することが問題となりますが、RAGは参照
元を明示できるため、回答の裏付けを取りやす
く、信頼性が求められる業務に適しています。

3　建築業界における導入と工夫 

　建築業界は、労働力不足や資材価格高騰等の構造
的な問題に直面しており、その対応のなかでDX推
進、そして生成AI導入を進めざるを得ない状況にあ
り、従前からスーパーゼネコン、大手中堅ゼネコンも
生成AIを含めた技術の導入に積極的です。
　建設業界の特殊性としては、以下の点が挙げられま
す。
・ 完成品が「一品生産」で定型化されていないこと。
・ 発注者、設計者、施工業者、積算事務所も含めた協

力会社など多種多様なプレイヤーが案件に関与する
こと。

・ 建築関連法規や仕様書、ガイドラインなどルールや
規制が複雑であること。

・ 建築物の安全性、労働者の安全性、環境負荷、将来
のメンテナンスやライフサイクルコストなど、対応
しなければならない要素も多岐にわたること。

　このような業界の特殊性を踏まえて、各社の取り組
みは以下のように大きく分類でき、ロボティクスの導
入へとさらに進歩していくのが時代の流れだと予想さ
れます。

分　類 取組内容

① ナ レ ッ ジ
マネジメント

（RAG）

ベテランの知識、過去の施工事例、安
全マニュアルなどの社内文書などを
RAGで検索可能にし、技術継承や若手
の教育、問い合わせ対応などに利用し
て、効率化しています。
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② 設計・デザ
イ ン（画 像 生
成AI）

スケッチや初期の構想から、建物の外
観デザイン案やパースを迅速に生成し、
設計プロセスの迅速化や顧客・発注者
との合意形成の円滑化を図っています。

③ 現場管理・
安全管理・省
力化

AI画像認識やドローンを活用し、資機
材の管理、危険箇所の検知、労働災害
事例の検索による予知活動を強化して
います。議事録・施工日報・安全書類
等の作成の自動化又は自動入力も進め
られています。

④ 改修・メン
テナンス

センシング、検知、非破壊検査、ドロー
ンなど情報収集方法技術の先進化を
図っています。

　これに対して、建築積算業界においては、積算シス
テムの導入により、ゼネコンや設計事務所と関連しつ
つも独自の発展を遂げています。ご承知のとおり、従
来からCADやBIMと連携できる積算システムが開発
されており、積算事務所だけでなく、ゼネコンや設計
事務所などでも採用されています。　
　建築積算業界においては、これらの積算システムの
AIが実装される形で普及することが予想されますが、
積算事務所も「企業」という側面を有しており、一般
的な生成AIの導入・普及も並行して進んでいくこと
になります。

4　法的規制について

①重要な法的規制 
　生成AI等の導入の際に、大きな支障となるのが法
規制になります。
　実際のところ、著作権法など関連する「法令」は従
来からあるのですが、そもそも立法当時に存在してい
なかった技術について、法令を適用することに無理が
ある気もします。さらに新しい技術に関しては、判例
が乏しいため、どういう場合に違法になるのか、何が
許されて何が許されないことなのかが非常にわかりに
くい状況にあります。
　建築基準法であれば、基準法以外にも施行令、告示、
通達など詳細なルールが定められており、しかも仕様
書なども存在しているため、ある程度、予測可能性が
あります。他方、生成AIなどは、著作権法、意匠法、
特許法、商標法、不正競争防止法、個人情報保護法、
民法の不法行為規定などが横断的に問題となりますが、
条文が抽象的であり、解釈が必要です。判例も古いも
のが多く、また、建築分野の判例に限定すると、かな
り件数が少ないため、理解が非常に難しいといえます。

② 著作権法の改正 
　特に最も関連する著作権法は、建築関連法に比べれ
ば歴史が浅いとも思われがちですが、旧著作権法は
1889年に制定された後、1970年に全面改正される形
で新たに著作権法が誕生しており、既に100年以上の
歴史があるといえます。
　そして、著作権法は、技術の進歩に伴い段階的に改
正が行われており、デジタルデータの保護から始まり、
ビッグデータ解析、そして近年の生成AIに至るまで、
技術特有の課題に対応するための法整備が進められて
いますが、まだその途中であり完全には対応できてい
ない状況にあります。

［著作権法の改正経緯］ 
1．デジタル・ネットワーク化の初期 

・ 1985年改正では、コンピュータプログラムが著
作物として保護されること（「プログラムの著作
物」）を明確化し、ソフトウェア産業の権利保護
の土台を整えました。他方で、プログラム言語・
規約・解法（アルゴリズム等）自体は保護対象外
であることも示し、保護範囲の線引きが明確にさ
れました。

・ 1986年改正では、情報の選択や体系的構成（配
列等）に創作性があるデータベースを、著作物と
して保護することが規定されました。

・ 1997年改正では、インターネット流通に対応し
て「公衆送信権」を整備し、サーバー等にアップ
ロードして利用者の求めに応じ自動送信できる状
態に置く行為（送信可能化）を権利の射程として
明確化されました。

2．検索システムへの対応 
・ 2009年改正では、デジタル情報利活用を支える

権利制限規定を拡充し、①検索サービス（旧47条
の6）と②情報解析（旧47条の7）を区別して整理
しました。

・ 検索サービス（旧47条の6）:クローリングやイン
デックス作成等、検索提供に必要な複製等を一定
範囲で適法化したことが重要です。

3．AI・DXの本格化の対応 
・ 2018年改正は、AI・データ利活用に直結する改

正で、柔軟な権利制限規定30条の4、47条の5等
を整備しました。
※情報解析・AI学習（30条の4:享受目的でない利

用）:鑑賞・享受のためではなく、技術開発や解析
等のために必要な限度で利用する場合、著作物の
複製等が広く可能・適法になりました。機械学習
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の学習用データ収集・蓄積・解析利用などが典型
で、営利・非営利を問わず目的・態様で整理され
る点が特徴です。但し、これは生成AIというより
は、機械学習的なものを前提とした法改正であり、
この規定が生成AIに適用されることは想定されて
いなかったと言われています。

※サービス開発・DX（47条の5:軽微利用等）:検索・
分析・検証等のサービスで、結果提供に付随して
必要となる範囲の「軽微な」利用を一定条件の下に
可能としています。

・ 2023年改正は、権利者の意思確認が困難で集中
管理もされていない未管理の公表著作物等につい
て、一定手続の下で補償金を支払うことで利用可
能とする新たな裁定制度が整備されました。アー
カイブのデジタル化や文化資源の保存・公開、2
次利用促進を後押しする制度として有効だと考え
られます。

③ RAGとファインチューニングの注意点 
　このような著作権法の改正の経緯があるのですが、
著作権法第30条の4は、そもそも生成AI、RAGやファ
インチューニングを意識したものではなかったため、
解釈が難しい側面がありました。そのために作成され
た文化庁の「AIと著作権に関する考え方について（令
和6年3月）」を前回の連載でご紹介しましたが、上述
の歴史的経緯を踏まえて、若干の説明を補足したいと
思います。
　他にも論点が多数ありますので、導入時にはこの資
料を検討し、弁護士や弁理士のアドバイスを受けるこ
とをお薦めします。

［ファインチューニング］ 
・原則的に、「情報解析（精度の向上等）」が目的であ

り、著作物を享受する目的ではないため、著作権
法第30条の4が適用され、著作者の許諾なく行
えることになります。

・例外は、「特定のクリエイターの画風を模倣した生
成物を出す」など、特定の著作物の表現をそのま
ま生成させる意図（過学習など）がある場合です。
この場合、「享受目的」が併存しているとみなされ、
第30条の4の適用外となる可能性がある点で注
意が必要です。

［RAG］ 
　AIが回答生成する際に外部データを検索・参照し、
それを組み込んで回答する技術ですが、これはプロセ
スごとに判断が分かれるので注意が必要です。

ア データベース構築・情報保管段階：
　「情報解析」（又はその準備）に該当するため、第30
条の4により適法となる可能性が高いです。
イ 生成・出力・利用段階：

・ AIが出力した回答をユーザーが読むことは「享
受」にあたるため、第30条の4は適用されません。
事実・データの回答は、著作権侵害になりません。

・ 創作的表現の出力がなされた場合、例えば元の文
章の要約や抜粋などが表示される場合、著作権第
47条の5（電子計算機による情報処理に伴う軽微
利用）の適用が検討されます。検索結果の軽微利
用と判断することができれば適法です。

・ 元記事を代替するような長文の出力は、軽微利用
の範囲を超え、権利侵害となる可能性があります。

　著作権侵害の判断基準 AI利用者が生成したもの
が、既存の著作物に似ていた場合、 以下の2点で
侵害が判断されます。
ⅰ）類似性：既存の著作物の「表現上の本質的な

特徴」と類似していること。
ⅱ）依拠性：既存の著作物に依拠して作られたこと。
　例えば、AIがその著作物を学習していた事実だ

けでは直ちに依拠性は認められませんが、高度
に類似している場合、依拠性が推認される可能
性がある点で注意が必要です。

5　まとめ 

　前述のとおり、日本の著作権法は、2018年の第30
条の4の導入により、AIの「学習」については世界的
に見ても広範な自由を与えており、「生成AIパラダイ
ス」と揶揄されている一方で、「生成・出力・利用段階」
では、従来の著作権法と同様に「類似性・依拠性」に
よる判断が求められます。
　特にRAGのような技術では、学習段階と出力段階
で適用条文が異なるため、システム設計上の注意が必
要です。また、学習段階に使用するデータに他者の著
作物や営業秘密、個人情報などが含まれないようにす
るなど、データに関するルールが必須となります。
　ルールについては、生成・出力されたものをどのよ
うに利用するか（自社内、クライアントに配布、WEB
で公開など）について検討し、リスクに応じて分類す
ることが重要になります。
　この点について言及している文献もいくつかあるので
すが、「建築分野」について網羅的に検討したものは見当
たらないので、自社での検証が必要になってきます。
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